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原子力発電所の基本的な安全対策

・原子力発電所では、核分裂に伴い熱エネルギーだけでなく、様々な放射性物質が生成され原子力発電所では、核分裂に伴い熱 ネルギ だけでなく、様々な放射性物質が生成され
ます。これらの影響を周辺環境や住民におよぼさないことを基本に、多重・多様な安全
対策を講じることで安全確保に努めています。

≪原子力発電所の安全を守る基本機能≫≪原子力発電所の安全を守る基本機能≫

・配管が破断して冷却水が漏えいした場合や、大きな地震が発生するなど異常を検知すると、
核分裂反応を止めるために、制御棒を自動的に挿入し、原子炉を緊急停止します。【止める】

・原子炉停止後も、核分裂に際して生成された核分裂生成物が継続して熱を発生するため、
水を注入・循環させて燃料を冷却し、燃料の損傷を防ぎます。 【冷やす】

・さらに、放射性物質が外に出ないよう頑丈に囲んでいます。 【閉じ込める】

加圧水型（ＰＷＲ）の 鋼鉄製の気密性の高い加圧水型（ＰＷＲ）の
基本的な安全対策

鋼鉄製の気密性の高い
容器で万一の事故時に
放射性物質が外へ出る
ことを防ぎます

原子炉格納容器の内圧
が上昇した場合に水を
スプレイし圧力上昇を
抑えます

非常 炉心冷却装置非常用炉心冷却装置
（ＥＣＣＳ）

主配管が破断して急に
水が減った場合は、高圧
注入系 低圧注入系 お注入系、低圧注入系、お
よび動力ポンプが不要な
蓄圧注入系から水を送り、
原子炉を冷やします。
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福島第一原子力発電所事故の概要

・福島第一原子力発電所では、地震に対して原子炉は設計どおり自動停止し、原子炉を「止める」福島第 原子力発電所では、地震 対 て原子炉は設計 おり自動停 、原子炉を める」
ことには成功しました。しかし、その後に発生した巨大な津波により、所内電源（下図②）など
の機能が喪失したことで、炉心(燃料)を継続して「冷やす」ことができませんでした。

・そのため、炉心(燃料)が損傷し、溶融した燃料の金属が周りの水蒸気と化学反応し、水素が発生。
格納容 か 素が 建 流 素 発が発生 ま原子炉格納容器から漏れ出た水素が原子炉建屋へ流れ込み、水素爆発が発生しました。

・これにより放射性物質を「閉じ込める」こともできませんでした。

原子炉建屋

原子炉
格納容器 原子炉

圧力容器

出典：原子力規制委員会「実用発電用原子炉に係る新規制
基準について－概要－」より抜粋（一部当社追記） 2



新規制基準のイメージ

・新規制基準は、従来「耐震・耐津波性能」「設計基準」として整備してきた安全対策を新規制基準は、従来 耐震 耐津波性能」 設計基準」として整備してきた安全対策を
大幅に強化するとともに、これまで事業者の自主的な取組みであった「重大事故対策」を
要求事項として取り入れることなどにより、さらなる安全性の向上を目指すものです。

【従来の規制基準】 【新規制基準】

テ
ロ

対
策意図的な航空機衝突への対応

重放射性物質の拡散抑制対策

【従来の規制基準】 【新規制基準】

重
大
事
故
対
策

放射性物質の拡散抑制対策

格納容器破損防止対策

炉心損傷防止対策

新
設

策 炉心損傷防止対策
（複数の機器の故障を想定）

内部溢水に対する考慮（新設）

自然現象 対する考慮
重大事故対策は事業者の

自然現象に対する考慮

設
計
基
準

自然現象に対する考慮
（火山・竜巻・森林火災を新設）

火災に対する考慮

重大事故対策は事業者の
自主的な取組み

＋

強
化
ま
た
は

設
計
基
準

自然現象に対する考慮

火災に対する考慮

電源の信頼性

準

電源の信頼性

その他の設備の性能

は
新
設

準
その他の設備の性能

耐震・耐津波性能
耐震・耐津波性能

原子力規制委員会公表資料などをもとに当社作成

強
化
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新規制基準適合性審査の対応状況

・平成２５年７月 泊発電所１ ２ ３号機の新規制基準への適合性審査を受けるため・平成２５年７月、泊発電所１，２，３号機の新規制基準への適合性審査を受けるため、
「原子炉設置変更許可」、「工事計画認可」、「保安規定変更認可」を一括して原子力
規制委員会に申請しました。

・現在 ３号機の審査対応を優先しており 主に「原子炉設置変更許可申請」について・現在、３号機の審査対応を優先しており、主に「原子炉設置変更許可申請」について、
同委員会による審査を受けています。

申請書名 記載内容申請書名 記載内容

① 原子炉設置変更許可
原子炉施設の位置、構造および設備に関する事項、
重大事故等対策の基本的な設計方針や 重大事故等① 原子炉設置変更許可

（基本設計）
重大事故等対策の基本的な設計方針や、重大事故等
への対策が有効に機能するかなどの評価結果、地震
や津波といった自然現象の想定などを記載

② 工事計画認可
（詳細設計）

原子炉設置変更許可申請において記載した設備等に
関する詳細設計（仕様、構造、耐震強度など）を記載震

③ 保安規定変更認可
（運転管理 体制）

重大事故等対策に係る体制および設備の運転管理等
を記載（運転管理、体制） を記載
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３号機の今後の新規制基準適合性審査の流れ

現在 原子炉設置変更許可に係る審査項目を中心に対応していますが その後も 工事

これまでの動き 今後の予定（イメ ジ）

・現在、原子炉設置変更許可に係る審査項目を中心に対応していますが、その後も、工事
計画認可や保安規定変更認可の審査があり、引き続き真摯に対応していきます。

これまでの動き 今後の予定（イメージ）

原
子
炉

変
更
許

原子炉設置変更許可
申請（平成25年7月） 補正書作成

現在

補正書提出※１ ※１ 設備の設計のもとになる基準地震動

新
規
制

炉
設
置

許
可

許可

や基準津波などに関する審査会合
での指摘を踏まえ、変更・追加した
内容を補正書として提出します。

工事計画認可申請

審査

制
基
準
適
合
性

工
事
計
画

認
可

補正書提出

認可

工事計画認可申請
（平成25年7月）

審査

新たな基準地震動による耐震性の評価など

性
審
査

保
安
規

変
更
認

補正書提出

保安規定変更認可申請
（平成25年7月） ※２ 認可を受けた工事

計画どおりに工事
規
定

認
可

認可

補正書提出

使用前検査※２

計画どおりに工事
が行われているか
などについて、国
が確認します。

審査

泊発電所
使用前検査

起動操作 試運転

再稼働(発電再開）

安全対策工事
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地震対策（基準地震動とは）

・地震により炉心（燃料）損傷などの重大事故を起こさないような各種安全対策を実施する地震により炉心（燃料）損傷などの重大事故を起こさないような各種安全対策を実施する
（耐震設計）ため、想定される地震による最大の揺れを適切に評価する必要があります。

・この原子力発電所の耐震設計を行うにあたり、想定する地震の揺れの大きさを「基準地震動」
といいます。す。

・地震による揺れの大きさは、震源からの距離、地盤の硬さなどによって決まるため、原子
力発電所の立地条件により異なります。

・このため、基準地震動の策定にあたっては、立地する敷地に大きな影響を与える様々なこのため、基準地震動の策定にあたっては、立地する敷地に大きな影響を与える様々な
地震を抽出した上で、地震の規模の想定などに関し、厳しい条件を設定しています。

軟らかい地盤は、
揺れの影響を受け

原子力発電所
揺れの影響を受け
やすく、表層地盤
では揺れが増幅

一般の建物
表層地盤上の揺れ(赤)
（黒：岩盤上の揺れ）

硬い地盤は揺れの影響を受けにくく、原子力発電所は硬い地盤は揺れの影響を受けにくく、原子力発電所は
岩盤上に直接建設しているため、表層地盤に比べて
揺れが小さくなる

岩盤上の揺れ（基準地震動）
地震による揺れ（イメージ） 6



・申請時の基準地震動に加え、下記の基準地震動を追加しました。

地震対策（地震の想定）

・「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」については、泊発電所周辺の活断層による
地震の揺れを評価した結果、④⑤⑥「Fs－10断層～岩内堆東撓曲～岩内堆南方背斜に
よる地震」および⑰「尻別川断層による地震」による揺れが泊発電所に与える影響が
大きいことから基準地震動として選定しました。

・「震源を特定せず策定する地震動」については、審査ガイドで示された全国16の地震の
うち、「岩手・宮城内陸地震」および「留萌支庁南部地震」による揺れを基準地震動と
して選定しましたして選定しました。

⑩
留萌支庁南部地震

≪震源を特定せず策定する地震動≫≪敷地ごとに震源を特定して策定する地震動≫
①神威海脚西側の断層

②FD－１断層

⑪

泊発電所

留萌支庁南部地震
（2004年）

②FD 断層

③岩内堆北方の断層

④Fs－10断層

⑤岩内堆東撓曲

⑥岩内堆南方背斜

⑦Fs－12断層

⑧寿都海底谷 断層
⑫

②

④
⑭ ①

⑮

⑧寿都海底谷の断層

⑨神恵内堆の断層郡

⑩FA－1断層

⑪FA－1´断層

⑫ FA－2断層

⑬ FB－2断層

⑨

⑦⑧⑬
泊発電所 ⑯

⑰

⑤
③

岩手・宮城内陸地震
（2008年）

⑬ B 断層

⑭ FB－3断層

⑮ FC－1断層

⑯赤井川断層

⑰尻別川断層

⑱目名付近の断層

⑲黒松内低地帯の断層

⑥

⑲

⑱

⑰ （2008年）⑲黒松内低地帯の断層
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・「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」および「震源を特定せず策定する地震動」

地震対策（新たな基準地震動および耐震補強）

敷地 震源を特定 て策定する地震動」および 震源を特定せず策定する地震動」
の揺れの大きさを評価した結果、申請時の基準地震動に加え、新たに8つの基準地震動を
追加しました（最大加速度は申請時の550ガルから620ガルに引き上げ）。

・現在、新たな基準地震動に基づく耐震性評価を実施しており、補強等が必要な設備に
ついて、随時耐震補強工事を実施し、新たな基準地震動による揺れに耐えられるように
しています。

≪耐震補強工事の例≫

主給水配管

主蒸気配管

・地震の大きさを表す指標としては、震度（観測地点における揺れの大きさ）やマグニチュード（地震そのものの規模）
が一般的ですが 原子力発電所の耐震設計にあたっては 加速度（単位：ガル）という指標を用います

補強を実施 補強を実施

が 般的ですが、原子力発電所の耐震設計にあたっては、加速度（単位：ガル）という指標を用います。

地震名 マグニチュード 泊発電所における観測値

1993年北海道南西沖地震 Ｍ７．８ ５４ガル
（参考）泊周辺の震度 震度５：寿都、小樽 震度４：倶知安 8



津波対策（基準津波の波源位置）

・平成25年7月の申請時には、基準津波による泊発電所の敷地前面における最大水位上昇平成25年7月の申請時には、基準津波による泊発電所の敷地前面における最大水位上昇
量を6.95ｍ（最大水位下降量－5.91m）としていました。

・その後、津波の発生をより一層厳しい条件で再評価（地震による津波では、東北地方太平洋
沖地震の知見を踏まえ、日本海東縁部において、波源域の連動を考慮したほか、川白の陸上

北海道北西沖

地すべり※による津波の同時発生を考慮）し、それぞれ12.63m（－7.82m）としました。

海洋海山

北海道西方沖

後志海山

日本海東縁部に想定される地震による津波（想定波源の長さ：320km）

陸上地すべりによる津波（川白）後志海山

泊発電所

陸上地すべりによる津波（川白）

日本海東縁部に想定
される地震による津波

川白の陸上地すべり
による津波

同時発生

北海道南西沖

泊発電所
敷地前面最大
水位上昇量

8.15m 7.69m 12.63m

３号機取水口
最大水位下降量

－7.50ｍ －4.18m －7.82m

松前海台
奥尻海脚

最大水位下降量

※地震以外の要因による津波として、海底火山の山体崩壊、陸上地
すべり、岩盤崩壊、海底地すべりによる津波発生を考慮し、その中
から最も影響の大きい「川白の陸上地すべり」による津波と日本海

青森県西方沖
から最も影響の大きい「川白の陸上地すべり」による津波と日本海
東縁部に想定される地震による津波の同時発生を基準津波として
選定
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津波対策（浸水対策）

・基準津波による敷地前面の最大水位上昇量12 63mに対し 泊発電所では 高さ海抜基準津波による敷地前面の最大水位上昇量12.63mに対し、泊発電所では、高さ海抜
16.5mの防潮堤を設置しています。

・また、取水ピットなど敷地内の開口部から津波が流入し、敷地が浸水することを防止
するため、敷地内の開口部についても浸水対策（溢水防止壁）を実施することとしてするため、敷地内の開口部についても浸水対策（溢水防止壁）を実施することとして
います。

≪防潮堤の設置状況≫ ≪敷地内開口部の浸水対策箇所≫

1･2号機放水ピット
3号機一次系
放水ピット

3号機取水ピット

３号機取水口
最大水位下降地点

敷地前面
最大水位上昇地点

1･2号機取水ピット盛土区間（約1,000m）

最大水位下降地点最大水位上昇地点

：T.P.+10m以上

：防潮堤
(高さT.P.+16.5m、 全長約1,250m)

：開口部の浸水対策箇所

鉄筋コンクリート壁区間
（約250m） 10



新規制基準適合性審査における主な課題

①積丹半島西岸の海岸地形の成り立ち
・積丹半島西岸の海岸地形については、当社は、これまでにさまざまな検討を実施した

結果、地震性隆起によるものではないと評価していました。

・しかし、平成29年3月10日の審査会合において、原子力規制委員会より「地震性隆起で
あることを否定することは難しい。今後は活断層を仮定する方向で審議したい」との
新たな判断が示されました。

・現在、審査会合における議論を踏まえ、原子力規制委員会から示された地質図などと、
当社のこれまでの取得デ タに基づき 考え方の整理を進めています 今後 本件に当社のこれまでの取得データに基づき、考え方の整理を進めています。今後、本件に
関する基準地震動や基準津波への影響の有無を含め、できるだけ早く原子力規制委員会
に説明していきます。

積丹半島西岸の海岸地形（例：泊村兜地区周辺） 11



新規制基準適合性審査における主な課題

②津波により防波堤が損傷した場合の発電所設備への影響評価

・泊発電所に設置している防波堤について、国土交通省のガイドラインなどに基づき概略
検討を実施した結果、基準地震動や基準津波により、防波堤が移動や沈下する可能性が
あることを確認しました。ある とを確認しました。

・現在、防波堤が損傷した場合の発電所設備への影響について解析や水理模型実験を実施
しています。

・また、当社として、先行して自主的に防波堤対策工事の準備を進めています。また、当社として、先行して自主的に防波堤対策工事の準備を進めています。

盛土区間（約1,000m）盛土区間（約1,000m）

コンクリート壁区間
（約250m）

泊発電所防波堤配置図 12



新規制基準適合性審査における主な課題

③地震による防潮堤地盤の液状化の影響評価

・防潮堤（盛土区間）地盤の埋立土については、地震の揺れによる液状化等の評価を
行っており、現在、追加の地質調査や室内試験を実施し、液状化に関する更なるデータ
の取得および評価を進めています。の取得および評価を進めています。

≪防潮堤設置箇所≫

防潮堤（盛土区間）

防潮堤（鉄筋コンクリート壁区間）防潮堤（鉄筋 ンクリ ト壁区間）

盛土区間

13



電源確保対策（１）

・福島第一原子力発電所事故以前においても、外部電源（送電線）ルートの多重化、福島第 原子力発電所事故以前においても、外部電源（送電線）ル トの多重化、
非常用ディーゼル発電機の複数台設置などの電源確保対策を実施していました。

・一層の信頼性向上の観点から、バックアップ電源の拡充、蓄電池の増設、外部電源ルー
トのさらなる多重化を実施しています

275kV 泊幹線

3号機

275kV 泊幹線

3号機

従来 安全対策後

トのさらなる多重化を実施しています。

3号機

非常用ディーゼル
発電機

3号機

非常用ディーゼル
発電機

①代替非常用発電機
の設置

蓄電池

非常用ディーゼル
発電機

発電機

蓄電池

非常用ディーゼル
発電機

④外部電源（送電線）
さらなる

②可搬型代替電源車
の配備

275kV 後志幹線

蓄電池

275kV 後志幹線

蓄電池

③蓄電池増設

ルートのさらなる
多重化

2号機

1号機

275kV 後志幹線

66kV 泊支線

2号機

1号機

275kV 後志幹線

66kV 泊支線

※１・２号機の非常用ディーゼル発電機、蓄電池の構成は
３号機と同様 ※１・２号機に関しても同様の対策（①②③）を実施
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電源確保対策（２）

①常設のバックアップ電源を高台に設置 ②移動可能なバックアップ電源車を高台に配備

外部電源や非常用ディーゼル発電機が使用
できない場合の備えとして「代替非常用
発電機（常設）」を高台に計６台設置
（１～３号機各２台）

左記①が使用不能になった場合の備えとして、
移動可能な「可搬型代替電源車」を高台に計８台
配備
（１～３号機共用６台 予備２台）（１～３号機各２台）

（中央制御室から遠隔操作が可能）
（１～３号機共用６台、予備２台）

④外部電源受電ルートのさらなる多重化

泊発電所１～３号機のすべてが ３系統の

③蓄電池の増設

運転状態を監視するための計測器や表示盤 泊発電所１ ３号機のすべてが、３系統の
送電線から受電可能
（3号機用の変電設備を設置し、２系統から
3系統に多重化）

運転状態を監視するための計測器や表示盤
などの電源として使用する蓄電池を増設
（既設の２系統に１系統を追加）
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・従来から、事故時に格納容器上部から水をスプレイして格納容器内の冷却・減圧を行う

炉心(燃料)等冷却対策（１）

従来 、事故時 格納容器 部 水を イ 格納容器内 冷却 減 を行
格納容器スプレイポンプなどを設置しています。

・既設の格納容器スプレイポンプが機能を失った場合に備え、代替格納容器スプレイポン
プを新たに設置しました。このポンプは、原子炉に水を直接送り込むこともできます。

・さらに、各種ポンプが使用不能となった場合に備え、移動可能な可搬型送水ポンプ車を
配備するとともに、代替屋外給水タンクを新たに設置し、水源の確保にも努めています。
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炉心(燃料)等冷却対策（２）

②ポンプ搭載車両を高台に配備①代替格納容器スプレイポンプを設置 ②ポンプ搭載車両を高台に配備

水を供給する常設の各種ポンプが使用不能と
なった場合に備え、移動可能な「可搬型送水
ポンプ車」を高台に計14台配備

①代替格納容器スプレイポンプを設置

既設の格納容器スプレイポンプが機能を失った
場合の備えとして設置
（１～３号機各１台）
（原子炉に直接給水することも可能）（原子炉に直接給水することも可能）

③代替屋外給水タンクを高台に設置

泊発電所では、原水槽やろ過水タンクなど複数の
貯水設備を設置していますが、発電所内の新たな
水源として「代替屋外給水タンク」を高台に設置
（80t×5基）
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原子炉格納容器内水素対策

・福島第 原子力発電所では 炉心(燃料)損傷によって発生した水素が原子炉建屋内に漏れ・福島第一原子力発電所では、炉心(燃料)損傷によって発生した水素が原子炉建屋内に漏れ
出し、水素爆発が起こりました。

・この事故を受け、水素爆発を防ぐための設備を原子炉格納容器内に設置しています。

①静的触媒式水素再結合装置

電気を使わずに水素を酸素と結合させて水素を

取り除く「静的触媒式水素再結合装置」を設置

（１～３号機各５台）

②イグナイタ（電気式水素燃焼装置）

水素をヒ タ で加熱し 燃焼させる電気式水素をヒーターで加熱し、燃焼させる電気式

水素燃焼装置「イグナイタ」を設置

（1，2号機各12台、３号機13台）
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自主的な安全対策

・当社は、福島第一原子力発電所事故を踏まえ、以下のような自主的な安全対策を実施し、
泊発電所の更なる安全性向上に努めています。

原子炉格納容器

①建屋入口などに水密扉を設置
タービン動補助給水ポンプ

②蒸気発生器直接給水用高圧ポンプの設置電動補助給水ポンプ①建屋入口などに水密扉を設置
万一、津波が敷地に侵入したとしても建屋が
浸水しないよう、建屋入口などに「水密扉」を設置

②蒸気発生器直接給水用高圧ポンプの設置
蒸気発生器を介して炉心（燃料）冷却するため
の既設の電動補助給水ポンプやタービン動補助
給水ポンプが使用不能となった場合の備えと
して設置（1 2号機各2台 3号機1台）

電動補助給水ポンプ

して設置（1･2号機各2台、3号機1台）

海

③総合管理事務所の耐震補強
緊急時の迅速な対応が可能となるよう、社員が勤務する
総合管理事務所の耐震補強を実施 19


